
予算要求資料
平成２８年度当初予算　　　支出科目　款：商工費　項：観光費　目：観光開発費　　　
	事業名　新おもてなし人材育成促進事業費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　　　　商工労働部観光企画課観光企画係　電話番号：058-272-1111（内3058）

　　　　　　　E-mail： c11334@pref.gifu.lg.jp
１　事業費　　  9,000 千円（前年度予算額： 0円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	要求額
	9,000
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	9,000

	決定額
	9,000
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	9,000


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
　観光の基幹産業化を目指す本県においては、民間の観光産業事業者が、時流に応じた事業を積極的に展開していくため、おもてなし人材の育成が求められているが、中小企業が多い本県の観光産業事業者においては、時間的・経済的事情などにより具体的な対策に踏み切れていないのが現状である。
（２）事業内容

本事業では、上記（１）のような課題を抱える事業者に対し、研修等の機会を提供することにより、県内におけるおもてなし人材の育成を行い、同時に能力に見合うよう処遇改善を促し、リピーターや顧客拡大、事業者の利益率アップに繋げ、県内観光産業の生産性向上を図ることを目的とする。

効率的かつ効果的に人材育成を実施するため、【全体支援】と【個別支援】に分けて研修を行う。
【全体支援】では県内観光産業事業者全体を対象とした、地域ごとの全体研修を実施する。【個別支援】では研修を必要とする事業者を募集、選定の上、よりニーズに合った従業員研修を設計・実施する。
また、同支援を受ける条件として、各事業者による自社内における処遇改善（賃上げ、定着率向上、正社員転換、福利厚生の向上等）の実施を求める。
（３）県負担・補助率の考え方
　本事業は県内の観光産業の生産性向上を図ることを目的とする事業であり、県負担は妥当。
（４）類似事業の有無
　無

３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	委託料
	9.000
	事業に関する委託経費


	　決定額の考え方　




４　参考事項
（１）各種計画での位置づけ
岐阜県長期構想

　　Ⅱ　ふるさと岐阜県の資源を活かした活力づくり

　　３　地域の魅力を高め、観光交流を拡大し、消費を増やす

　　　（人を呼び込み、地域の消費を拡大するために）
岐阜県観光振興プラン

（２）事業主体及びその妥当性
　　　本事業は県内の観光産業の生産性向上を図ることを目的とする事業であり、県が主体となることは妥当。
事業評価調書
	■  新規要求事業　

	□  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
本事業の実施により、平成２９年度末の時点で、「従業員のスキルアップ⇒事業者の売上げアップ⇒従業員の処遇改善⇒人材の職場定着化⇒県の観光産業力アップ」というサイクルが実質的に機能し、下表のとおり観光消費額が増加することを目標とする。


（目標の達成度を示す指標と実績）
	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	観光消費額


	－億円
（H  ）
	2,460億円
（H24）
	2,659億円
（H25）
	2,694億円
（H26）
	3,000億円
（H29）
	89.8％


	観光入込客数


	－万人

（H  ）
	3,619万人

（H24）
	3,844万人

（H25）
	3,686万人

（H26）
	4,500万人

（H29）
	81.9％

	宿泊客数

（延べ人数）
	－万人

（H  ）
	  583万人

（H24）
	  604万人

（H25）
	  610万人

（H26）
	 660万人

（H29）
	92.4％



※平成23年度から集計方法を変更したため、それ以前の結果とは比較不可能
（前年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）

　緊急雇用事業として、同様の事業を実施。

　※全体支援：平成２７年１０月末時点で、研修を４度実施。
※個別支援：計８社を支援。個別に研修を実施。


（前年度の成果）

	・前年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果

　平成２７年１０月末時点でおもてなし検定の合格者が６名出るなど、順調にスキルアップが図られている。支援を継続していくことでより効果的な研修を実施し、より多くのおもてなし人材が育成されることが見込まれる。


	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○

	本事業は県内のおもてなし人材を育成することを目的とする事業であり、県の関与は妥当。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）


	

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)


	


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項



（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか

人材育成による売上げアップ及び処遇改善の期間として、少なくとも３年の事業継続が必要と考えている。



